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第１章 詳細計画策定調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

電気・電子機器廃棄物（Electrical and Electronic Waste：E-Waste）は鉛、水銀、カドミウム等の

有害物質を含有しており、その不適切な処理は土壌汚染や水質汚染等の環境問題の原因の1つで

ある。他方、E-Wasteに含まれる有価物・希少金属は持続的資源の利用、物質循環の観点から重要

であり、近年、E-Wasteのリサイクルは環境配慮及び資源の持続的利用の観点から重要性が高まっ

ている。 

マレーシアでは、産業界から排出されるE-Wasteの処理については一定程度体制が整っている

が、一般家庭からのE-Waste（以下、「家庭系E-Waste」と記す）の回収・リサイクルシステムは

整備されていない状況にある。上記状況を受けて、マレーシア天然資源環境省（Ministry of Natural 

Resources and Environment：MONRE）環境局（Department of Environment：DOE）はクアラルンプ

ール特別区等で販売店との協力を通じて家庭系E-Wasteの回収をパイロットプロジェクトとして

実施し、マレーシアの現状に即した形での家庭系E-Waste管理に関する法制度化の検討を本格的に

開始した。家庭系E-Waste規制の本格検討にあたり、必要となる制度の枠組み、適切なリサイクル

費の設定、リサイクル基金の運営管理メカニズムの構築等に関し、マレーシア政府の要請に基づ

き、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は家庭系E-Waste

管理制度構築に係る能力強化を目的とした技術協力プロジェクト「マレーシアにおけるE-Waste管

理制度構築支援プロジェクト（2015年～2018年）（以下、「管理制度構築支援プロジェクト」と

記す）」を実施した。管理制度構築支援プロジェクトでは、家庭系E-Wasteのプロジェクト対象品

目を「指定6品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パソコン及び携帯電話）（以下、「指定

6品目」と記す）」として定め、指定6品目の回収・リサイクルのパイロットプロジェクトの実施

を通じた5つのガイドライン（回収、リサイクル、リサイクル料金、レポーティング、リサイクル

基金の設置・運営）の策定及び家庭系E-Waste管理規制法案の施行に向けたアクション・ロードマ

ップの作成が行われた。管理制度構築支援プロジェクト実施後、DOEは家庭系E-Waste管理規制法

案の素案を作成して、内閣法制局（Attorney General Chamber：AGC）と調整を行ってきたが、AGC

からは、「家庭系E-Waste管理制度」に係る政策文書（Policy Paper）の作成の必要性及び同文書の

法律面・技術面での検討事項について指摘を受けた。また、2018年5月にマハティール新政権が発

足したことに伴って実施された省庁再編の結果、DOEは、エネルギー・技術・科学・気候変動・

環境省（Ministry of Energy, Science, Technology, Environment & Climate Change：MESTECC）に配

置されることになった。MESTECCにおいて、E-Waste管理制度に係る業務は、引き続きDOEが担

当部局となったが、DOEがMESTECC内も含めて多岐にわたる関係機関と協調・調整して家庭系E-

Waste管理規制法案の公布・施行等を進めていくことが必要となっていた。 

上記状況を受けてマレーシア政府より、①家庭系E-Waste管理規制法案の公布に向けたプロセス

促進、②家庭系E-Waste管理制度構築に向けたアクション・ロードマップの具体化等の支援に係る

フォローアップ協力（Follow-up：FU協力）が要請され、FU協力によって、AGCへ提出するPolicy 

Paper案の作成、家庭系E-Waste管理制度法制化（公布、施行）構築に向けた具体的なアクション・

ロードマップの作成、といった成果が実現した。また、家庭系E-Waste管理規制法案の公布は、2019

年末までに実施することが、MESTECCの政策達成目標（Minister’s Performance Indicator：MPI）と
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しても位置づけられた。 

上記協力により、主に家庭系E-Wasteの法・制度整備及び実施体制の構築に向けてマレーシア側

が自助努力により進めていくめどが一定程度たった状況となったが、家庭系E-Wasteの管理の実施

についてはマレーシア側にとって初めての試みであり、法・制度の全面施行までの準備や施行後

の家庭系E-Waste管理の実施については知見・経験を必要としている状況であったため、マレーシ

ア政府より同準備及び実施支援に係る技術協力プロジェクトの要請が提出された。 

要請に基づき、JICAは、2019年9月、詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの実施体制及

び活動内容を含むプロジェクトのフレームワーク全体について確認･協議・最終化し、プロジェク

トにかかわる合意文書を締結した。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当事項 氏 名 所  属 

総括 伊藤 民平 

JICA地球環境部環境管理 

グループ環境管理 

第一チーム 課長 

協力企画/評価分析 柏村 正允 

JICA地球環境部環境管理 

グループ環境管理 

第一チーム 主任調査役 

E-Waste管理 杉本 聡 

エックス都市研究所 

国際コンサルティング 

事業本部 副本部長 

 

１－３ 調査行程・日程 

日数 月日 曜日 業務内容 

1 9/9 月 東京発→マニラ着（杉本団員） 

2 9/10 火 終日：キックオフ・ミーティング（DOE等） 

3 9/11 水 
9:00 JICAマレーシア事務所との打合せ 

14:30- DOEとの協議 

4 9/12 木 終日：DOEとの協議及びデータ・資料収集 

5 9/13 金 9:30- DOEとの協議 

6/7 9/14-15 土/日 資料整理 

8 9/16 月 資料整理（祝日） 

9 9/17 火 終日： DOEとの協議（家庭系E-Waste管理法案及びガイドライン） 

10 9/18 水 終日： DOEとの協議（家庭系E-Waste管理制度） 

11 9/19 木 終日： DOEとの協議（プロジェクトフレームワーク） 

11 9/20 金 
8:30 MESTECC次官補との打合せ 

15:00- DOEとの協議（プロジェクトフレームワーク） 

12 9/21 土 資料整理 

13 9/22 日 
東京発→マニラ着（伊藤、柏村団員） 

団内協議 

14 9/23 月 

 8:30 JICAマレーシア事務所との打合せ 

10:30 MESTECC次官補との打合せ 

14:00 DOE局長への表敬訪問 

14:30- DOEとの協議（プロジェクトフレームワーク） 
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日数 月日 曜日 業務内容 

15 9/24 火 
 9:30- ミニッツ協議 

17:30- マレーシア日本人商工会議所との打合せ 

16 9/25 水 ミニッツ協議 

17 9/26 木 ミニッツ協議 

18 9/27 金 

10:00 ミニッツ署名 

12:30 JICAマレーシア事務所への報告 

15:00 在マレーシア日本大使館への報告 

クアラルンプール発 

19 9/28 土 東京着 
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第２章 プロジェクト背景 

 

２－１ マレーシアにおけるE-Waste管理の現状と課題 

２－１－１ E-Waste管理に関する法規制 

現段階においてマレーシアにおけるE-Waste管理に係る法規制のベースとなっているのは、

「環境法（Environmental Quality Act of 1974）」に基づいて定められている「指定有害廃棄物管

理規制：Environmental Quality（Scheduled Wastes）Regulations 2005」である。同規制では、有害

廃棄物に該当するE-Wasteを以下の様に規定している。 

（原文） 

Waste from electrical and electronic assemblies containing components such as accumulators, 

mercury-switches, glass from cathode-ray tubes and other activated glass or polychlorinated biphenyl-

capacitors, or contaminated with cadmium, mercury, lead, nickel, chromium, copper, lithium, silver, 

manganese or polychlorinated biphenyl. 

（和訳） 

以下のような部品を含む電気・電子機器の製造・組み立て工程から発生する廃棄物：蓄電池、

水銀スイッチ、ブラウン管ガラス及びその他の活性化ガラス、ポリ塩化ビフェニル（Poly 

Chlorinated Biphenyl：PCB）蓄電器（コンデンサー）、及びカドミウム、水銀、鉛、ニッケル、

クロム、銅、リチウム、銀、マンガンやPCBで汚染された部品 

上述の定義に該当するE-Wasteについては、「排出事業者による登録と発生量の報告義務」が

定められているほか、これを収集・運搬・処理する事業者も政府による認可が必要とされてい

おり、その処理方法も定められている。 

しかし、ここで規定されているE-Wasteはあくまで産業由来、すなわち電気・電子機器の製造・

組み立て工場から発生するものに限定されており、一般家庭や事業所から排出されるいわゆる

廃電気・電子機器を対象とするものではない。 

一方、一般家庭あるいは事業所から排出される廃棄物については、「固形廃棄物・公共清掃

管理法（Solid Waste and Public Cleansing Act of Malaysia 2017）」によりその管理が規定されて

いる。同法では、その管理を定める固形廃棄物（Solid Waste）については、上述の「有害廃棄

物管理規制」で規定する廃棄物は含まれないことが明確に規定されているものの、同規制が産

業由来のE-Wasteのみを規定するものであることから、家庭・事業所由来の「廃電気・電子機器

製品」の管理については、具体的な規定がいずれの法規制においても定められておらず、いわ

ゆるグレーゾーンの廃棄物となっている。 

このような現状を踏まえて、MONRE DOE（当時、現在は省庁再編によりDOEはMESTECC傘

下）は、 JICAの支援を受けて、環境法に基づく新たな規制として「E-Waste管理規制：

Environmental Quality（Scheduled Electrical and Electronic Equipment Waste）Regulations 2019」を

作成し、2020年初頭における法制化をめざして、現在AGCで検討中となっている。 

この「E-Waste管理規制」では、対象とする廃電気・電子機器として6品目（テレビ、冷蔵庫、

洗濯機、エアコン、パソコン、携帯電話）を指定対象E-Wasteと定め、以下の表に示すような内

容について規定している。 
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表2-1 指定対象E-Waste及び規制内容 

項 目 内 容 

製造業者 
（Manufacturer） 

輸入業者 
（Importer） 

① 登録義務 
② 対象電気・電子機器の市場投入量の報告義務 
③ 対象電気・電子機器の技術情報（分解/解体方法や、有害物

質を含む部品）の提供 
④ リサイクル基金への資金拠出 

小売業者 
（Retailer） 

① 対象電気・電子機器の収集・受け取り義務 
② 認可処理事業者への引き渡し義務 
③ 収集・受け取り量の報告義務 

収集・輸送事業者 
（Collector） 

① 事業者登録・承認義務 
② 認可処理事業者への引き渡し義務 
③ 収集量の報告義務 

リサイクル事業者 
（Recycler） 

① 事業ライセンスの取得（政府による認可）義務 
② 処理実績に関する報告義務 

排出者 
（Waste Generator） 

① 対象電気・電子機器の適切な排出・引き渡し義務 

その他 
① リサイクル基金（Recycling Contribution）の設立と運用 
② 罰則規定 

 

現在は、「E-Waste管理規制」の法制化とともに、同規制の施行に向けた各種ガイドライン及

び施行規則が省令あるいは通達として順次発表される予定となっている。 

 

２－１－２ E-Waste管理に関連するマレーシア政府の実施体制 

現在のE-Waste管理は、前節でも述べたように産業系（電気・電子機器製造・組立）から発生

するものについては、「指定有害廃棄物管理規制」のもとでその収集・処理・処分がMESTECC 

DOEのもとで管理されている。一方、家庭や事業所から排出されるいわゆる「廃電気・電子機

器」の処理については、法的にグレーゾーンにあることからその管理については、具体的な役

割・責任の所在が法的に明らかにされていないため、その実施体制は政府内部での明確なもの

となっていない。そのため、有価物を多く含む「廃電気・電子機器（希少金属を含むエアコン

やパソコン、携帯電話等）」の多くは、インフォーマル・セクターを含む資源回収・リサイク

ル事業者が無償あるいは有償で引き取り、簡易なプロセスにより分解/解体を行ったうえで有価

物を回収し売買されている一方で、不適切な処理・処分による安全衛生面での危険性や有害物

質の環境への排出による汚染を十分に管理できない現状となっている。 

これを受けてMESTECCが法制化を現在進めている上述の「E-Waste管理規制」では、家庭や

事業所から排出される「廃電気・電子機器」のうち6品目を「指定有害廃棄物」として位置づけ、

次頁の図に示すようなフローを構築しようとしている。 
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前頁のフローに基づくE-Waste管理を実施するために、MESTECC DOEは、局内での組織強化

を行うべく現在検討を行っている。 

「家庭系E-Waste管理規制」の法制化に伴う施行に向けては、局内での法施行体制の整備が必

要となる。現段階では、2019年末における法制化の後、1年の移行期間の後、2021年からの施行

が予定されていることから、これを踏まえて、MESTECC DOEは、JICA専門家による支援を受

けて、法施行に向けた準備を具体的に進めるための組織体制及び組織構成案を作成し、法制化

及び施行に至る2019～2021年の期間を、Phase 1、Phase 2、Phase 3に分け、以下の表に示すよう

な段階的な人材強化を計画している。 

 

表2-2 E-Waste管理組織体制の段階的整備計画 

段階 期間 人員数 

第1フェーズ 規制の法制化が予定されている2019年末 22名 

第2フェーズ 法制化から施行までの移行期間（2020年） 37名 

第3フェーズ 規制の全面施行時（2021年1月） 49名 

 

MESTECC DOE内では、組織強化及び「E-Waste管理規制」の法制化・施行に向けた「特別ユ

ニット（Special Unit）」がDOE有害物質課（Hazardous Substances Division）のスタッフを中心

に設置され、準備を進めているところである。次頁に段階別に計画されている組織図をまとめ

たものを示す。 
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２－１－３ E-Waste管理に関連するマレーシア政府の実施体制 

これまでのマレーシアにおけるE-Waste管理に係る取り組みは、2011年以降現在まではJICA

の技術協力を通じた取り組みが主体となって実施されている。JICAによる技術協力は、MONRE 

DOE（現在はMESTECC DOE）をカウンターパートとして実施されてきたが、その一方で、他

省庁及び民間セクターにおいても以下の様な取り組みが実施されてきている。 

 

(1)  国家固形廃棄物管理庁（National Solid Waste Department：JPSPN）による取り組み 

住宅・地方自治省（Ministry of Housing and Local Government：MHLG）の下で、国全体

の固形廃棄物管理に係る政策を実施している「国家固形廃棄物管理庁」では、E-Wasteの

分別回収を推進してきている。マレーシアでは、家庭・事業所から排出される固形廃棄物

の収集・処理・処分が民間委託により実施されていることから、JPSPNの指導の下で、こ

れらの民間企業によるE-Wasteの分別回収・リサイクルが進められている。 

このような民間によるE-Wasteに係る取り組みとしては、マレーシアの北部・中部・南

部の地域それぞれにおける廃棄物収集のコンセッション契約を政府と結んでいる3社（E-

Idaman、Alam Flora、Southern Waste Management）によるE-Wasteの分別回収の取り組みが

代表的なものである。主な取り組みとしては以下のものがある。 

 

1)  廃電気・電子機器の分別個別/拠点回収の実施 

  Alam Flora社等を中心に現在の収集システムを活用して、定期的な廃電気・電子機器

の分別個別/回収が実施されている。これに含まれる廃電気・電子機器は上述の6品目を

含む、より幅広い範囲のものである。回収された廃電気・電子機器は、これらを取り扱

う再利用・リサイクル事業者に無償あるいは有償で引き渡されている。 

 

2)  廃電気・電子機器の回収センターの設置・運営 

  上記3社の中には、自前で「資源回収センター」を設置し、家庭や事業所から排出さ

れる「廃家電・電子機器」の無償・有償での引き取りを行っているものも存在する。Alam 

Floraは、クアラルンプールを中心とするKlang Valley地域に8カ所のBuy Back Center（リ

サイクル資源の買い取りセンター）を設置し、廃電気・電子機器を含む資源の買い取り

を実施している。 

 

(2)  マレーシア通信・マルチメディア委員会（Malaysian Communications and Multimedia 

Commission: MCMC）による携帯電話回収・リサイクル 

MCMCは、2015年より携帯電話のネットワーク事業者等と協力し、使用済み携帯電話の

回収・リサイクル事業を実施している。MCMCでは、サバ・サラワク地域を含むマレーシ

ア全土の約100カ所に携帯電話回収ボックスを設置し（ネットワーク事業者の営業所等を

活用）、回収を推進するとともに、MESTECC DOEが認証しているリサイクル事業者と協

力し、リサイクルを推進している。 

 

(3)  民間セクターによる取り組み 

E-Wasteの回収・リサイクルによる取り組みは、公共のみならず民間セクターにおいて
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も実施されている。その代表的なものが、NGO及びリサイクル事業者による回収・リサイ

クルである。 

 

1)  Buddhist Tzu Chi Foundation MalaysiaによるE-Waste回収 

  台湾を本部とする仏教系NGOであるTzu Chi Foundationは、E-Wasteを含む資源回収を環

境保全活動の一環としてマレーシア内でも最も早くから実施している組織である。Tzu 

Chi Foundationは、国内に約700カ所の資源回収拠点を有するほか、移動車両を活用した資

源回収イベントを実施しており、1つの組織が有する資源回収規模としてはマレーシアに

おいて最も大きい。 

  ここで回収されたE-Wasteは、修理を行ったうえでの再販あるいは簡易な分解・解体を

通じた有価物のリサイクル事業者へ販売されている。 

 

2)  リサイクル事業者によるE-Wasteの回収・買取 

  MESTECC DOEから認可を受けているE-Wasteのリサイクル事業者（法的には産業由来

のE-Wasteのリサイクル事業者）の中には、自主的な取り組みとして家庭や事業者から排

出される「廃電気・電子機器製品」の回収・買い取りを実施している事業者が存在する。

これらのリサイクル事業者は、JICAが実施した技術協力プロジェクトにおいても、「回

収・リサイクルに係るパイロット・プロジェクト」に主体的に参加した企業でもある。 

  ペナンでリサイクル事業を展開するShan Poornam Metalsは、2011～2013年にJICAがペナ

ン州を中心に実施した「廃電気・電子機器リサイクル・プロジェクト」において、TOSHIBA

及び国内の家電量販店や大規模小売店舗との協力のもとで、2013年にテレビ、冷蔵庫、洗

濯機、パソコンのTake-Backプログラムを実施した。このプログラムでは、協力小売店舗

に上記の指定された「廃電気・電子機器」を少額の商品券と交換するというインセンティ

ブを供与し、市民による適正なルートへのE-Wasteの引き渡しが推進された。Shan Poornam

は現在も特定のE-Wasteに対して独自の買取価格を設定し、回収を推進している。 

  また、メラカに拠点を置くリサイクル事業者であるMeriatekは、メラカのイオン・ショ

ッピング・モールとの協力のもとでTake-back拠点を設置し、ショッピング・クーポンと

の交換によるE-Wasteの回収を現在も実施している。 

 

(4)  E-Waste Alam Allianceの設置 

MESTECC DOEは2013年12月に適切なE-Wasteの回収・リサイクルを公民連携により実施

するための組織として「E-Waste Alam Alliance」を設置し、「E-Wasteの適切な排出」に係る

市民啓発活動」や「回収拠点の整備」を順次進めてきている。「E-Waste Alam Alliance」は、

自主的な参加による組織であるが、公共/民間セクターからは以下に示すような幅広い参加

により運営されている組織である。 

（E-Waste Alam Allianceの参加メンバー） 

・ JPSPN及び廃棄物管理公社（Solid Waste Corporation） 

・ マレーシア国内の6州（Perak、Selangor、Kuala Lumpur、Putra Jaya、Melaka、Johor）及

び各州の自治体 

・ 各州における電気・電子機器の製造・輸入・販売事業者 
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・ DOEが認可するE-Wasteのリサイクル事業者 

・ 資源回収を推進する非営利団体（Non-Profit Organization：NPO）、非政府組織（Non-

Governmental Organization：NGO） 

 

２－１－４ E-Waste管理に関する課題 

マレーシアにおける現在のE-Waste管理に係る課題は、以下のとおりまとめられる。 

 

(1)  E-Wasteの適正なリサイクル・処理に係る課題（技術面での課題） 

マレーシアにおける現在のE-Wasteリサイクル・処理は、家庭・事業者から排出される

「廃電気・電子機器」については、法規制に基づく管理が及んでいないことから、いわゆ

る「資源リサイクルの市場メカニズム」に基づくリサイクルとなっている。その結果、希

少金属を始めとする市場価値の高い資源が積極的に回収・リサイクルされる一方で、資源

として活用可能ではあるものの市場価値の低いガラス類や高品位での回収が困難なプラ

スチック類は回収されず、廃棄されている。廃電気・電子機器に含まれる有価性の高い資

源は極めて限られていることから、そのリサイクル率は結果として低いレベルに留まる

こととなる。既に経済発展に伴い「電気・電子機器」の普及が高まっているマレーシアに

おいて将来的に増大することが見込まれる「廃電気・電子機器」の廃棄は、今後の同国に

おける廃棄物処理の問題をさらに拡大かつ困難なものとすることが危惧される。 

さらに、「廃電気・電子機器」には有害性を有する物質（重金属類等）やオゾン層破壊

につながるフロン類などが含まれているが、法的規制が十分に及ばない中で、これらの適

切な処理・処分は行われることなく、環境中に排出されている。これは、このような有害

物質が市民の生活環境の中に蓄積していくことを意味するものであり、将来的な健康・環

境衛生面でのリスクを高めることとなる。 

現在のこのような課題を適切に解決し、将来の環境リスクを最小化するためには、以下

の対策が必要である。 

 

・ 廃電気・電子機器の適切なリサイクル・処理に係る技術基準とその法制化 

・ 「廃電気・電子機器」のリサイクル・処理事業者に対するライセンス制度の導入 

・ 「廃電気・電子機器」の排出から回収ルートの確立及びルール化によるインフォー

マル・セクターへのリーケージの防止 

 

これらの対策を実施するためには、現在グレーゾーンとなっている家庭・事業所から排

出される「廃電気・電子機器」のリサイクル・処理を管理する新たな法規制の導入が不可

欠であることから、MESTECC DOEは、JICAによる技術協力のもとで、上記の対策を含む

新たな法的枠組みとして「E-Waste管理規制」を策定し、法制化に向けて準備を進めてい

る。 

当規制導入の大きな目的は、現在その大部分がコントロール不能となっている「廃電

気・電子機器の回収・処理の流れ（フロー）」を、コントロール可能な形で「見える化」

することにある。 
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(2)  E-Wasteリサイクル・処理に要するコスト負担に係る課題（資金面での課題） 

E-Wasteの適正なリサイクル・処理を行ううえで大きな障害となるのは、有害物質の適

切な処理・処分を含む環境コストである。適切な技術・プロセスの導入によるリサイクル・

処理が法的に義務付けられたとしても、それらを含めたリサイクル・処理費用が事業収入

に見合わない場合、リサイクル事業自体が経済的に成立せず、「廃電気・電子機器」の多

くは資源回収されることなく廃棄物として処理・処分されることとなり、より大きな環境

リスクをもたらすものとなる可能性がある。 

したがって、E-Wasteの適正なリサイクル・処理を推進していくためには、E-Wasteリサ

イクル事業の経済的な採算性を確保するためのいわゆる「採算補填（Viability Gap Finance：

VGF）」の仕組みが必要となってくる。無論これを実施していくにあたっては、その資金

をどのように調達するのかが課題となる。それはすなわち適切なリサイクル・処理費用に

必要なコストを誰がどのような形で負担するのかが、関係主体のコンセンサス（合意形成）

を経て確立されることが必要となる。 

これまで、「廃電気・電子機器」のリサイクルに取り組んできた世界各国はそれぞれの

社会経済的なコンテクストの中で、このコスト負担をどのように行うか、またどのような

資金メカニズムを通じて、VGFを実施するかに取り組んできている。以下の表はその概要

をまとめたものである。 

 

表2-3 E-Wasteのリサイクル・処理に係る費用負担と資金メカニズム 

 

 

上表には、代表的な資金メカニズムとして、日本、台湾及びドイツにおける資金メカニ

ズムが示されている。 

日本における「資金メカニズム」は、「廃電気・電子製品の排出時における排出者によ
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るリサイクル費用の支払いシステム」をベースに構築されており、いわゆる消費者負担の

メカニズムとして機能している（ただし、これが適用されているのは、テレビ、冷蔵庫、

洗濯機及びエアコンの4品目のみである。パソコン及び携帯電話については、排出時の費

用負担は原則として適用されていない。）。これをベースとして、民間セクター（主に家

電製品製造事業者）の共同による基金が設立され、リサイクル事業者に対するVGFが実施

されている。 

一方、台湾及びドイツ（さらには他のEU諸国及び中国、香港、韓国等のアジア諸国）

では、「拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility：EPR）」の原則に基づき、「廃

電気・電子機器」の製造・輸入事業者から、市場への投入量に応じてリサイクル料金を徴

収し、これを基金としてリサイクル事業者へのVGFが実施されている。 

ただし、いずれのシステムも消費者あるいは製造・輸入事業者に一方的な費用負担を求

めるものとなっているのではなく、それぞれにおいて政府が関与し、合意形成を経て、公

平な費用・役割負担となるシステムが構築されている（日本の場合においては、リサイク

ル料金の負担を消費者が支払うこととなっているが、その料金設定プロセスにおいて、製

造・輸入事業者側と消費者側のコスト負担について詳細な検討が行われている。一方、台

湾やドイツにおいて製造・輸入事業者リサイクル料金を支払う場合にも、その一部を販売

価格に転嫁（上乗せ）することが一定の範囲で可能となっている。）。 

マレーシアが現在検討している「E-Waste管理規制」においては、原則として「製造・

輸入事業者からの製品市場投入量に応じた料金の支払い」をベースとして資金メカニズ

ムを構築する「台湾あるいはドイツ（EU）方式」の導入が予定されており、以下の図に

示すような資金メカニズムが想定されている。 

 

図2-3 マレーシアにおける資金メカニズム（案） 
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前頁に示したような資金メカニズムを通じた、適正なリサイクル事業に対するVGFが

持続可能なE-Wasteリサイクルの実施には不可欠である。 

 

(3)  E-Wasteの発生から処理・処分までのフローの把握に係る課題（情報面での課題） 

（1）で示した適切なE-Wasteのリサイクル・処理の流れ（モノの流れ）及び（2）で示

した資金メカニズムをベースとするVGF（資金の流れ）を確実なものにするためには、E-

Waste管理に係る全体的なシステムが高い透明性を有することが不可欠なものとなって

くる。そこでは、確実かつ適正なE-Wasteの回収・リサイクル・処理のフローをベースと

して公平なVGFすなわち、資金の導入が行われることが十分に担保される必要がある。こ

れを実施するためには、E-Wasteの発生からリサイクル・処理・処分までのフローをデー

タ・情報面から確実にモニター・把握するシステムが必要となる。 

これに対し、マレーシアでは「E-Waste管理規制」において、E-Wasteの回収・リサイク

ル・処理に係る事業者による定期的な報告義務を課すとともに、排出された指定廃電気・

電子製品を1ユニット毎に帳票（紙あるいは電子ベース）で管理する「マニフェスト・シ

ステム」を導入することが、検討されている。 

下記の図は、その全体像を示したものである。 

 

図2-4 マレーシアで提案されているE-Wasteフローを管理する情報システム 

 

上図のような情報システムを構築し、E-Wasteリサイクル・処理に係る「モノ」及び「資

金」の流れを透明化することが、全体のシステムを持続的かつ公平性を担保した形で運用

していくうえで不可欠なものである。 
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２－２ JICA及び他国による支援状況 

他ドナーによる廃棄物管理分野の支援状況は下表に示すとおりである。 

MESTECCへのヒアリングより、マレーシアにおけるE-Wasteに係る他国及び国際機関による支

援は、これまでのところJICAによるもののみであることを確認している。以下にJICAによるマレ

ーシアに対するE-Waste管理及びリサイクル・処理に係る支援とその概要をまとめた。 

 

表2-4 JICAによるE-Wasteに係るマレーシアへの支援 

タイトル 目的 主な活動 

1．技術協力事業 
廃電気・電子機器リサイク

ル・プロジェクト（2011～
2013） 

E-Waste の回収・リサイクル

モデル開発のためパイロット

プロジェクトをペナン島で行

い、今後リサイクルシステム

を全国展開させるために必要

な情報や教訓を得る。 

(1) ペナン島でのE-Waste 発生・リサ

イクル・処理 潜在量インベントリ

作成 
(2) ペナン島でのE-Waste回収パイロ

ットプロジェクト実施 
(3) パイロットプロジェクト結果を踏

まえた評価、教訓、提言取りまとめ 
マレーシアにおける E-
Waste管理制度構築支援プ

ロジェクト 
（2015～2018） 

EPRモデルの検討により、E-
Wasteの適正かつ持続的な管

理のための規制導入に合わ

せ、リサイクルシステム運用

に必要なガイドラインを策定

する。 

(1) 回収・リサイクル・レポーティン

グ・料金リサイクル基金管理組織

ガイドラインの策定 
(2) ガイドラインの実効性を検証する

ためのパイロット・プロジェクト

の実施 
(3) 関係主体のE-Waste管理制度に係

る意識向上のための啓発活動 
マレーシアにおける E-
Waste管理制度構築支援プ

ロジェクト・フォローアッ

プ協力（2019） 

「E-Waste管理規制」の法制化

支援及び法制化後の施行に向

けたアクション・ロードマッ

プの作成支援 

(1) E-Waste管理規制の法制化に向け

た行政文書の作成支援 
(2) 規制の施行に向けた2021年までの

アクション・ロードマップの作成 
2．民間連携事業 
廃蛍光灯類から水銀を分

離・回収するプラント設備

普及案件化調査（中小企業

支援型）（2013年） 

廃蛍光管リサイクル設備の導

入可能性の検討 
(1) マレーシアにおける蛍光灯の生

産、使用、廃棄物としての分別、収

集、処分状況の把握 
(2) 廃蛍光管の脱水銀、リサイクル処

理に係る課題の抽出 
(3) 廃蛍光管リサイクル設備の導入可

能性の評価 
E-Wasteからの有価金属回

収事業調査（中小企業支援

型）（2014年） 

わが国の高度な有価金属類回

収技術の導入による適正なE-
Wasteリサイクル推進可能性

の検討 

(1) E-Wasteからの金属回収を含むリ

サイクルの現況調査 
(2) 高度有価金属回収技術導入のフィ

ージビリティ検討 
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第３章 プロジェクトの基本計画 

 

３－１ マレーシア政府からの要請内容及び要請内容に対する検討 

マレーシア政府からの要請書における要請内容は以下に示すとおりである。 

 プロジェクト目標： 

 家庭系E-Waste管理規制の法制度化（施行・公布）及び管理メカニズムの実施支援 

 「管理制度構築支援プロジェクト」で策定された5つのガイドラインに基づく家庭

系E-Wasteの適切な管理の実施支援 

 事業計画と財務計画に基づく家庭系E-Wasteリサイクル管理基金（Recycling Fund 

Management Mechanism：RFMM）の運営支援 

 成果： 

 RFMMが公式に設立される。 

 5つのガイドラインに基づき適切な家庭系E-Waste管理が実施される。 

要請内容は、「プロジェクト目標」に具体的な支援内容、「成果」に支援内容を通じて期待さ

れる成果が記載されており、記載方法に若干の問題があるものの、「管理制度構築支援プロジェ

クト」及びFU協力実施後に課題とされていた、「家庭系E-Waste管理規制法案を含む「家庭系E-

Waste管理規制」の全面施行」及び「法施行後の5つのガイドラインに基づいたE-Waste管理実施」

が要請内容に含まれており、妥当な内容と判断できる。またRFMMの運営支援についても要請内

容に含まれていることから、マレーシア側がRFMMの適切な管理の重要性についても認識してい

ると考えられる。一方でE-Waste管理システムの持続性を確保するためにはシステムの「モニタリ

ング」及びモニタリング結果に基づいたシステムの改善が必要不可欠であることから、システム

のモニタリングに係る支援を加えることが必要と考えられる。 

  

３－２ 本プロジェクトの位置づけ 

３－２－１ マレーシアにおけるE-Waste管理セクターと本プロジェクトの位置づけ 

2015年5月に公表された「マレーシア第11次国家開発計画（2016年～2020年、Eleventh Malaysia 

Plan 2016-2020）」において、2016～2020年の間に取り組むべき6つの戦略的課題の1つとして「持

続性及び強靭性確保のためのグリーン成長の追及（Pursuing green growth for sustainability and 

resilience）」が掲げられ、同課題における4つの「Focus Area」のうち「Focus Area B」として「持

続的な消費と生産」概念の採用・拡大（Adopting the sustainable consumption and production concept）」

が謳われている。同Focus Areaにおいて、「関係機関等の調整向上、3Rの推進及び廃棄物の資

源化を通じた包括的な廃棄物管理（Managing waste holistically through better coordination, 

encouraging 3R and using waste as a resource for other industries）」が重要戦略の1つとされている。 

本プロジェクトでは上記重要戦略に対してリサイクルや資源化を含むE-Wasteの適切な管理

システムの定着を通じて貢献するものであり、マレーシア政府の国家開発計画に資するものと

して位置づけられる。 

 

  



 

－17－ 

３－２－２ 廃棄物管理セクターに対する日本政府及びJICAの援助方針と実績 

本プロジェクトは「対マレーシア国別開発協力方針（2017年5月）」における、重点分野「先

進国入りに向けた均衡のとれた発展の支援」の開発課題「経済高度化推進と生活の質改善」に

おける協力プログラム「国民生活向上プログラム」に資するものである。 

また、「マレーシアJICA国別分析ペーパー（2014年3月）」において、2020年を目標とした先

進国入りに向けた課題の1つとして挙げられている「生活の質改善への課題」の解決に資するも

のであり、これまでJICAはE-Waste管理の分野において「廃電気・電子機器リサイクルプロジェ

クト（2011～2013年）」や上述の「管理制度構築支援プロジェクト（2015～2018年）」といっ

た協力を実施してきた。 

本プロジェクトは日本政府及びJICAの援助方針に合致するとともに、SDGsゴール11「都市と

人間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする」の達成にも貢献するもので

ある。 

 

３－３ プロジェクト概要 

３－３－１ プロジェクト名称変更 

本調査において先方と協議・合意した協力内容から、以下のとおり変更することで合意した。 

（英文） 

変更前）The Project for Institutionalization of the Household E-Waste Recycling Fund Management 

Mechanism in Malaysia （RFMM） 

変更後）The Project for Implementation of Scheduled E-Waste Management System in Malaysia 

（和文） 

変更前）E-Wasteリサイクル基金管理制度定着化プロジェクト 

変更後）E-Waste管理システム実施プロジェクト 

 

３－３－２ 相手国実施機関 

実施機関：MESTECC DOE 

 

３－３－３ プロジェクト対象地区 

（クアラルンプールを中心とした）マレーシア全土 

 

３－３－４ 裨益対象者 

実施機関のカウンターパート 

 

３－３－５ 協力期間 

2年間（24カ月間） 

 

３－３－６ 上位目標 

マレーシア国内において環境に配慮した持続的な家庭系E-Waste管理システムが拡大・強化さ

れる。 

【指標】（プロジェクト期間終了後、3年後） 
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1. プロジェクト終了後家庭系E-Waste指定6品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パソ

コン及び携帯電話）の回収・リサイクル率が向上する。 

2. 家庭系E-Waste管理システム対象品目の拡大に向けた手続きが進められる。 

 

３－３－７ プロジェクト目標 

環境に配慮した持続的な家庭系E-Waste指定6品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パ

ソコン及び携帯電話）管理システムが公平性・透明性が確保された資金メカニズムの下で実施

される。 

【指標】 

1. プロジェクトで確立された家庭系E-Waste管理システムに基づく指定6品目（テレビ、冷蔵

庫、洗濯機、エアコン、パソコン及び携帯電話）の回収・リサイクル量がプロジェクト開

始時と比較して増加する。 

2. 家庭系E-Waste管理に係る資金メカニズムが公平性・透明性が確保された状況下で持続的

に運営される。 

 

３－３－８ 成果 

成果1：E-Waste管理のデータベースが確立・運用される。 

【指標】 

1-1 関係者（製造・輸入業者、小売業者、回収業者、リサイクル業者等）のインベントリ/デ

ータベースが開発される。 

1-2 登録済製造・輸入業者からのデータ提供に基づき、家庭系E-Waste指定6品目の市場流通

量がDOEにより毎年把握される。 

1-3 登録済回収・リサイクル業者からのデータ提供に基づき、家庭系E-Waste指定6品目の回

収・リサイクル量がDOEにより毎年把握される。 

1-4 市場流通量及び回収・リサイクル量のデータに基づき、家庭系E-Waste指定6品目の将来

発生量の予測がDOEにより行われる。 

 

成果2：DOEの家庭系E-Waste指定6品目の回収・リサイクルを管理する能力が強化される。 

【指標】 

2-1 DOEの家庭系E-Waste指定6品目の回収・リサイクル業者を管理・監督するパフォーマン

スレベルが向上する。 

2-2 登録済回収・リサイクル業者による家庭系E-Waste指定6品目の回収・リサイクル量が増

加する。 

 

成果3：DOEの家庭系E-Waste指定6品目の資金メカニズムを管理する能力が強化される。 

【指標】 

3-1 DOEの家庭系E-Waste指定6品目の製造・輸入業者を管理・監督するパフォーマンスレベ

ルが向上する。 

3-2 DOEのマニュフェストシステムを管理するパフォーマンスレベルが向上する。 

3-3 財政メカニズムが公平性及び透明性が確保された状況で運用される。 
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成果4：DOEが家庭系E-Waste管理システムを適切に実施するために必要なDOE職員への研修

及び住民を含めたステークホルダーの啓発能力が強化される。 

【指標】 

4-1 DOE職員スタッフの研修用に家庭系E-Waste管理システムを運用するために必要な業務

すべてに係る標準作業手順書（Standard Operation Procedures：SOPs）が作成される。 

4-2 家庭系E-Waste管理システムに係る関係者の理解度が向上する。 

4-3 家庭系E-Waste指定6品目以外の新たな対象品目拡大に向けて関係者への働きかけが開始

される。 

 

３－３－９ 活動 

＜成果１＞ 

1-1. 登録業者及びライセンス供与業者（製造業者/輸入業者、小売業者、回収業者、リサイ

クル業者）に係るデータベースモジュールを開発する。 

1-2. 家庭系E-Waste指定6品目の市場投入量に係るデータベースモジュールを開発する。 

1-3. 家庭系E-Waste指定6品目回収事業のモニタリングに係るデータベースモジュールを開

発する。 

1-4. 家庭系E-Waste指定6品目リサイクル事業のモニタリングに係るデータベースモジュー

ルを開発する。 

＜成果2＞ 

2-1. 家庭系E-Waste指定6品目の回収業者を登録し、リスト化する。 

2-2. 登録された回収業者に対し家庭系E-Waste回収ガイドラインについてのオリエンテーシ

ョンを行う。 

2-3. 登録された回収業者の回収業務のモニタリング・監督を行う。 

2-4. 提出されたレポートをもとに各回収業者のパフォーマンスを評価する。 

2-5. リサイクル業者へライセンスを供与する。 

2-6. ライセンスを供与されたリサイクル業者の潜在的なリサイクル可能量及び地域分布を

明らかにする。 

2-7. 家庭系E-Waste指定6品目の回収・リサイクルに係る国家戦略案を作成する。 

2-8. 家庭系E-Waste指定6品目のリサイクル率を決定する。 

2-9. ライセンス供与されたリサイクル業者に対し家庭系E-Wasteリサイクルガイドラインに

ついてのオリエンテーションを行う。 

2-10. ライセンス供与されたリサイクル業者のリサイクル業務のモニタリング・監督を行う。 

2-11. 提出されたレポートをもとに各リサイクル業者のパフォーマンスを評価する。 

2-12. リサイクル率の目標をレビューする。 

＜成果3＞ 

3-1. 資金メカニズムを管理・運営するための「Special Sector」を設立する。 

3-2. 製造業者/輸入業者からの徴収料金、回収業者/リサイクル業者への補助金及びリサイク

ル率の目標をレビューする第三者機関を設立する。 

3-3. 資金メカニズムの管理・運営に対する監査を行う第三者機関を設立する。 

3-4. Special Sectorによる資金メカニズムの管理・運営を実施する。 



 

－20－ 

3-5. 資金メカニズムの運用パフォーマンスを報告・公開するための年次報告書を作成する。 

3-6. 製造業者/輸入業者からの徴収料金、回収業者/リサイクル業者への補助金をレビューす

る。 

3-7. 家庭系E-Waste指定6品目の製造業者/輸入業者を登録する。 

3-8. 登録された製造業者/輸入業者による家庭系E-Waste指定6品目の市場投入量に係るデー

タを収集する。 

3-9. 家庭系E-Waste指定6品目の各製品への「ラベリング」を実施する。 

3-10. （家庭系E-Waste指定6品目を対象に）「マニュフェストシステム」を設計・構築する。 

3-11. 回収業者/リサイクル業者に対し、マニュフェストシステムに係るオリエンテーション

を実施する。 

3-12. マニュフェストシステムの運用・監理を実施する。 

3-13. 家庭系E-Waste指定6品目の適切な回収・リサイクルに要する費用を推計し、回収/リサ

イクル業者への補助金額を決定する。 

3-14. 3-13.において決定された補助金額をもとに、製造業者/輸入業者からの徴収料金を決定

する。 

3-15. 資金メカニズムの口座管理システムを構築する。 

3-16. 製造業者/輸入業者からの料金徴収及び回収・リサイクル業者への補助金供与を実施す

る。 

＜成果4＞ 

4-1. 製造業者/輸入業者/回収業者の登録/監理、リサイクル業者のライセンス供与/監理及び回

収業者/リサイクル業者の立入検査に係る標準作業手順書（Standard Operation Procedure：

SOP）を作成する。 

4-2. 製造業者/輸入業者からの料金徴収及び回収業者/リサイクル業者への補助金供与に係る

SOPを作成する。 

4-3. リサイクル料金口座及び資金管理に係るSOPを作成する。 

4-4. 4-1.から4-3.で作成されたSOPを活用しDOE職員に対する研修を実施する。 

4-5. 家庭系E-Waste指定6品目管理システムの完全実施の前に同システムの理解促進のための

製造業者/輸入業者及び回収業者/リサイクル業者との協議・意見交換を行う。 

4-6. 家庭系E-Waste指定6品目管理システムの完全実施の前に同システムの理解促進のために

住民に対する啓発活動を行う。 

4-7. 新たに管理対象とするE-Wasteの品目を検討・決定する。 

4-8. 管理対象とするE-Wasteの品目拡大について製造業者/輸入業者及び回収業者/リサイク

ル業者との協議・意見交換を行う。 

 

３－３－10 前提条件 

・ 「家庭系E-Waste管理規制法」がMESTECC省令として公布される。 

・ 最低でも5名のDOE職員がプロジェクトの「Counterpart personnel」として正式に任命され

る。 
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３－３－11 外部条件 

上位目標：特になし 

プロジェクト目標：特になし 

成果： 

・ 「家庭系E-Waste管理規制法」に基づくE-Waste管理システムを実施するための実施体制

がDOE内に整備され、十分な数のCounterpart personnelの配置がMESTECCにより実施さ

れる。 

・ 任命されたCounterpart personnelの異動が最低限に抑えられ、研修を受けたDOE職員が継

続的にプロジェクトの活動に従事し、プロジェクトの目標達成及び成果発現に貢献する。 

・ 製造業者/輸入業者及び回収業者/リサイクル業者のプロジェクトへの十分な参画・協力

が確保される。 

 

３－３－12 投入（日本側、マレーシア側） 

(1)  日本側 

1)  専門家（短期）  

2)  在外事業強化費 

3)  本邦または第三国研修 

(2)  マレーシア側 

1)  C/Pの配置・C/Pにかかる経費負担 

2)  専門家執務用オフィススペース 

3)  日本側の投入に含まれない、その他必要なプロジェクト運営費 

 

３－４ プロジェクトの実施体制 

３－４－１ 実施機関 

DOEを実施機関とすることに加えて、「管理制度構築支援プロジェクト」と同様に「タスク

フォース」を設立することとした。「管理制度構築支援プロジェクト」では家庭系E-Waste管理

に関連する公的（貿易産業省、財務省、廃棄物管理公社等）・民間〔関連協会（業界団体）、

マレーシア日本人商工会議所、NGO等〕から構成される3つの「タスクフォース」をJCCの下に

設立し、各タスクフォースでの議論を基にガイドラインの策定・改訂等を行った。同タスクフ

ォースを通じて関連機関をプロジェクトに巻き込むことで関連機関の家庭系E-Waste管理制度

に対する認識やオーナーシップが向上し、多くのステークホルダーがかかわる同制度に対する

円滑な支援を実現できた。 

 

３－４－２ マレーシア側責任者 

プロジェクトダイレクターをDOEの副総局長〔運営、Deputy Director General（Operation）〕、

プロジェクトマネジャーを有害物質局長（Director of Hazardous Substances Division）とした。 

 

３－４－３ 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC） 

本プロジェクトの意思決定機関として、プロジェクトダイレクターを議長として、基本的に

年2回開催し、プロジェクトのワークプランや、半年ごとにまとめられるモニタリングシートに
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基づく進捗状況の確認を行う。JCCのメンバーと構成は、下図に示すとおりである。 

 

 

図2-5 JCCメンバー・構成及びタスクフォース 
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第４章 プロジェクト５項目評価 

４－１ 妥当性 

以下のとおり、マレーシアの開発政策、開発ニーズ、日本政府の対マレーシア支援政策との整

合性が確認されたことから、プロジェクト実施の妥当性は高いと判断できる。  

 

(1)  相手国の開発政策との整合性 

上述のとおり「マレーシア第11次国家開発計画（2016年～2020年、Eleventh Malaysia Plan 

2016-2020））」において、2016～2020年の間に取り組むべき6つの戦略的課題の1つとして

「持続性及び強靭性確保のためのグリーン成長の追及（Pursuing green growth for sustainability 

and resilience）」が掲げられ、同課題における4つの「Focus Area」のうち「Focus Area B」と

して「「持続的な消費と生産」概念の採用・拡大（Adopting the sustainable consumption and 

production concept）」が謳われている。同Focus Areaにおいて、「関係機関等の調整向上、

3Rの推進及び廃棄物の資源化を通じた包括的な廃棄物管理（Managing waste holistically 

through better coordination, encouraging 3R and using waste as a resource for other industries）」

が重要戦略の1つとされている。本プロジェクトはE-Waste管理に関して3Rの1つである「リ

サイクル」システムの定着化を図るものであり、またE-Wasteに含まれる有価物を資源とし

てリサイクルし、有効利用する、という点からも上述の国家開発計画に合致するものである。 

 

(2)  カウンターパート機関のニーズとの整合性 

「家庭系E-Waste管理規制」の法制化は、2019年12月までに実施することが、既に

MESTECCの政策達成目標〔Minister’s Performance Indicator（MPI）〕として正式に位置づけ

られている。法制化の手続き完了後1年間の準備期間を経て施行される予定となっている。

DOEでは現在法制化に向けて関係機関との調整や政策ペーパー（Policy Paper）の作成等の

作業が行われている。 

法制化後施行に向けた準備を経て本格実施につながっていくが、「管理制度構築支援プロ

ジェクト」によって、DOEの職員には一定程度の家庭系E-Waste管理システムの知見や経験

が蓄積されているものの、本格的にマレーシア全土において実施された場合の各システム

やデータベースの管理、資金メカニズムの持続的かつ透明性のある運営、本格実施によって

新たに発現する可能性のあるイシューやトラブルへの対応、管理システムのモニタリング

及び見直し、といった点については十分な知見・経験を有しておらず、一方で管理システム

の円滑な実施には必要不可欠である。 

以上のことから、本プロジェクトはカウンターパート機関のニーズに合致している。 

 

(3)  日本の援助政策・国別事業実施計画との整合性 

本プロジェクトは「対マレーシア国別開発協力方針（2017年5月）」における、重点分野

「先進国入りに向けた均衡のとれた発展の支援」の開発課題「経済高度化推進と生活の質改

善」における協力プログラム「国民生活向上プログラム」に資するものである。 

また、「マレーシアJICA国別分析ペーパー（2014年3月）」において、2020年を目標とし

た先進国入りに向けた課題の1つとして挙げられている「生活の質改善への課題」の解決に
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資するものである。加えてマレーシアでは一般的に有価物である「金属」をリサイクルする

ことを主眼としており金属リサイクルの技術を有しているリサイクル業者は多いが、例え

ばプラスチックを適切に分解する技術やフロンを適切に回収・処理する技術を持っている

業者は「管理制度構築支援プロジェクト」及び本調査において確認した限りでは、まだない

と考えられる。よって家庭系E-Waste管理システムが正式に開始されると、例えば冷蔵庫の

冷媒等に使われるフロンについても適切に回収・処理する必要が生じ、同回収・処理技術等

に関して日本企業の技術が活用できる余地があると考えられる。 

以上のように、わが国の援助政策において本プロジェクトの位置づけは明確であり、JICA

の事業実施計画においても本プロジェクトの活動内容は合致している。 

 

４－２ 有効性（予測） 

以下の要因から、有効性は高い、と見込まれる。 

 

(1)  プロジェクト目標及びその指標 

本プロジェクトはMESTECC DOEの職員を中心とする家庭系E-Waste管理にかかわるステ

ークホルダーをターゲットとし、環境に配慮した持続的な家庭系E-Waste指定6品目管理シス

テムが公平性・透明性が確保された資金メカニズムの下で実施されることがプロジェクト

目標である。指標はプロジェクトの成果である管理システムが適切に実施されるかどうか

を判断するもので、指定6品目の回収・リサイクル量や資金メカニズムの運用状況の確認な

ど客観指標が設定されており、カウンターパートが、管理システムが正式に開始された後、

通常業務として実施していくことが出来るかを判断するものであり、適切である。 

 

(2)  プロジェクト目標を達成するためのアウトプット計画 

本プロジェクトの目標である「環境に配慮した持続的な家庭系E-Waste指定6品目管理シス

テムが公平性・透明性が確保された資金メカニズムの下で実施される」ために、「成果1：

E-Waste管理のデータベースの確立・運用」、「成果2：DOEの家庭系E-Waste指定6品目の回

収・リサイクルを管理する能力の強化」及び「成果3：DOEの家庭系E-Waste指定6品目の資

金メカニズムを管理する能力の強化」によってDOE及びステークホルダーの管理システム

の理解の向上及び実施能力強化を図る。加えて「成果4：家庭系E-Waste管理システムを適切

に実施するために必要なDOE職員への研修及び住民を含めたステークホルダーの啓発能力

の強化」によって、プロジェクト目標の2つの指標の実現をより確実にし上位目標である管

理システムの拡大に向けた準備も行われる計画となっていることから、プロジェクトの目

標は達成可能であると判断される。 

 

(3)  プロジェクトの前提条件及び外部条件 

本プロジェクトの目標を達成するためには、前提条件としてMESTECCの政策達成目標の

1つでもある「家庭系E-Waste管理規制」の法制化及び今までマレーシアにはなかった「家庭

系E-Waste管理システム」の運用に係る知識・経験を十分に有し、本プロジェクト終了後も

自助努力により同システムの運用を行っていくための一定数のカウンターパートの確保が

必須である。また、プロジェクトの中で「家庭系E-Waste管理システム」の運用に係る知識・
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経験を蓄積し、能力の強化を実現するためにはカウンターパートの確保に加えて確保され

たカウンターパートの異動が極力抑えられ継続的にプロジェクトに参画していくことが必

要であることから、右事項を外部条件の1つとしている。また同システム実施には既にプロ

ジェクトで技術移転を受けた職員が継続して勤務することが重要である。加えて、「家庭系

E-Waste管理システム」の適切な実施には主要なステークホルダーである製造業者/輸入業者

及び回収業者/リサイクル業者のプロジェクトへの十分な参画・協力が確保されることが必

要であることから、右事項についても外部条件としている。 

 

４－３ 効率性（予測） 

以下の要因から、効率性は高い、と見込まれる。 

 

(1)  アウトプットを産出のための活動計画  

本プロジェクトでは、①「管理制度構築支援プロジェクト」で策定した家庭系E-Waste管

理システムを実施するために必要な5つのガイドライン（回収、リサイクル、リサイクル料

金、レポーティング、リサイクル基金の設置・運営）を活用してシステムの本格開始後は（On-

the-Job Training：OJT）形式で技術移転及び能力強化を行うこと、②本調査においてカウン

ターパートとして想定される職員について「管理制度構築支援プロジェクト」のカウンター

パートから大幅な変更はなく、同じカウンターパートに継続的に協力を行えることから、現

況把握に多くの時間と労力を費やす必要性が低く、より効率的に活動が開始・実施できると

考えられる。また成果1～3の活動を通じて知見・経験を有したカウンターパートやステーク

ホルダーが中心となって成果4の知見・経験の普及等の活動を行うことができ、成果1～3の

成果を効率的に成果4に活用できると考えられる。 

 

(2)  投入計画 

 日本側より各種活動に関する技術的なインプットやステークホルダーの巻き込み及び

関係者間の調整のノウハウの伝授は、日本やその他の国々の家庭系E-Waste管理の知見・

経験を有する日本人専門家が担当することを想定している。日本やその他の国々の知

見・経験を活用することによって技術移転の効率及び効果が高まることが期待できる。 

 マレーシア側に関しては、「管理制度構築支援プロジェクト」において得られた知見・

経験があり、外部条件としている「カウンターパートの大幅な変更」が生じない限り、

同プロジェクトの知見・経験を活用することで本プロジェクトをより効率的に実施す

ることが可能である。 

 

(3)  投入のタイミング 

プロジェクト開始前及び実施中においてマレーシア側とも調整し、各成果に対する活動

に応じて、日本人専門家が適切に投入される予定である。また、大型または特殊な機材の投

入は予定されていない。 

 

４－４ インパクト（予測） 

以下の点から、正のインパクトの発現が期待できる。 
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(1)  上位目標及び指標 

上位目標は「マレーシア国内において環境に配慮した持続的な家庭系E-Waste管理システ

ムが拡大・強化される」である。上位目標の指標は、「1. プロジェクト終了後家庭系E-Waste

指定6品目（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコン、パソコン及び携帯電話）の回収・リサイ

クル率が向上する」 

「2. 家庭系E-Waste管理システム対象品目の拡大に向けた手続きが進められる」としてお

り、指標1に関しては本プロジェクトで構築される予定のデータベースや聞き取り、指標2に

関しては行政手続きの進捗状況や関連文書の確認等で評価に必要な情報等を入手すること

は十分可能であり、上位目標へのインパクトの事実を確認できる。 

 

(2)  因果関係 

「管理制度構築支援プロジェクト」での制度構築の知見・経験に加えて、本プロジェクト

による制度・システム実施支援により、カウンターパートの家庭系E-Waste管理に関する能

力強化は実現することが想定されており、また本プロジェクトでは（成果4の活動を通じて）

それらの知見・経験をDOE内及び住民を含めたステークホルダーに共有する、こととしてい

る。したがって本プロジェクトの上位目標が達成される見込みは高いと考えられる。 

 

(3)  波及効果 

本プロジェクトの波及効果として「東南アジア諸国を含めた他の途上国への家庭系E-

Waste管理の知見・経験の普及」が挙げられる。東南アジア諸国を中心に多くの途上国にお

いて家庭系E-Wasteの公的な管理システムを確立もしくは適正に運用している国はほとんど

ないと考えられる。またマレーシアは他の途上国と比較して経済発展が進んでおり、第三国

協力も行っていることから、他の途上国からのニーズに応じて、「管理制度構築支援プロジ

ェクト」及び本プロジェクトでマレーシア側が得た知見・経験を普及していくことが波及効

果として期待される。 

 

４－５ 持続性（予測） 

以下の要因から、持続性はやや高い、と見込まれる。 

 

(1)  政策・制度面 

上述のとおり「マレーシア第11次国家開発計画（2016年～2020年、Eleventh Malaysia Plan 

2016-2020））」において、2016～2020年の間に取り組むべき6つの戦略的課題の1つとして

「持続性及び強靭性確保のためのグリーン成長の追及（Pursuing green growth for sustainability 

and resilience）」が掲げられ、同課題における4つの「Focus Area」のうち「Focus Area B」と

して〔「持続的な消費と生産」概念の採用・拡大（Adopting the sustainable consumption and 

production concept）〕が謳われている。同Focus Areaにおいて、「関係機関等の調整向上、

3Rの推進及び廃棄物の資源化を通じた包括的な廃棄物管理（Managing waste holistically 

through better coordination, encouraging 3R and using waste as a resource for other industries）」

が重要戦略の1つとされている。今後経済発展が更に進むにつれて廃棄物管理の問題への更

なる対応が求められ、特に3Rの促進がより求められる状況になると想定されることから、



 

－27－ 

次期国家開発計画においてもE-Wasteも含めた3Rの促進を中心とする廃棄物管理について

は引き続き重要なイシューの1つとされる可能性が高い。 

また、「家庭系E-Waste管理規制」の法制化は、2019年12月までに実施することが、既に

MESTECCのMPIとして正式に位置づけられておりMESTECCにおける家庭系E-Waste管理に

対する優先度も高いと考えられ、同方針は政策の大幅な転換がない限り変わらないものと

考えられる。 

以上のことから、政策・制度面での持続性は高いと考えられる。 

 

(2)  組織・財政面 

本プロジェクトのカウンターパート組織となるのは、MESTECCのDOEである。 

本プロジェクトに必要なマレーシア側の予算はDOEが申請する予定である。本プロジェ

クトでは機材の投入は予定されておらずその維持管理費等についてカウンターパート機関

が準備する必要はなく、マレーシア側の負担は基本的にはカウンターパートの人件費が主

となると考えられるが、同費用及び専門家の執務スペース提供などはマレーシア側の負担

事項として合意されている。 

プロジェクトは、既存のDOEの組織体制を活用し将来的にはFU協力で策定された案にそ

ってE-Waste管理組織の拡大も計画されていることから、プロジェクト終了後も体制は継続

する可能性が高い。 

 

(3)  技術面 

「管理制度構築支援プロジェクト」において策定された5つのガイドラインを活用して本

プロジェクトでは家庭系E-Waste管理システムの実施を行っていく。5つのガイドラインにつ

いては「家庭系E-Waste管理規制」が法制化された後、同規制の細則として位置付けられる

予定である。また、本プロジェクトで作成される「製造業者/輸入業者/回収業者の登録/監理、

リサイクル業者のライセンス供与 /監理及び回収業者 /リサイクル業者の立入検査に係る 

SOP」はプロジェクト実施中及び実施後も、DOE内及びステークホルダーへの啓発・指導の

ツールとして活用される予定であり、プロジェクトの成果はプロジェクト終了後も活用さ

れることが期待できる。 
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